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第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、土地利用の高度化の進展その他国民の住生活を取り巻く環境の変化

に伴い、多数の区分所有者が居住するマンションの重要性が増大していることに鑑み、基

本方針の策定、マンション管理適正化推進計画の作成及びマンションの管理計画の認定

並びにマンション管理士の資格及びマンション管理業者の登録制度等について定めるこ

とにより、マンションの管理の適正化の推進を図るとともに、マンションにおける良好な

居住環境の確保を図り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与する

ことを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めると

ころによる。 

一 マンション 次に掲げるものをいう。 

イ 二以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和三十七年法律第六十九

号。以下「区分所有法」という。）第二条第二項に規定する区分所有者をいう。以下

同じ。）が存する建物で人の居住の用に供する専有部分（区分所有法第二条第三項に

規定する専有部分をいう。以下同じ。）のあるもの並びにその敷地及び附属施設 

ロ 一団地内の土地又は附属施設（これらに関する権利を含む。）が当該団地内にある

イに掲げる建物を含む数棟の建物の所有者（専有部分のある建物にあっては、区分所

有者）の共有に属する場合における当該土地及び附属施設 

二 マンションの区分所有者等 前号イに掲げる建物の区分所有者並びに同号ロに掲げ

る土地及び附属施設の同号ロの所有者をいう。 

三 管理組合マンションの管理を行う区分所有法第三条若しくは第六十五条に規定する

団体又は区分所有法第四十七条第一項（区分所有法第六十六条において準用する場合

を含む。）に規定する法人をいう。 

四 管理者等区分所有法第二十五条第一項（区分所有法第六十六条において準用する場

合を含む。）の規定により選任された管理者又は区分所有法第四十九条第一項（区分所

有法第六十六条において準用する場合を含む。）の規定により置かれた理事をいう。 

第二章 基本方針及びマンション管理適正化推進計画等 

（基本方針） 

第三条 国土交通大臣は、マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 



資2 

 

一 マンションの管理の適正化の推進に関する基本的な事項 

二 マンションの管理の適正化に関する目標の設定に関する事項 

三 管理組合によるマンションの管理の適正化に関する基本的な指針（以下「マンション管

理適正化指針」という。）に関する事項 

四 マンションがその建設後相当の期間が経過した場合その他の場合において当該マンシ

ョンの建替えその他の措置が必要なときにおけるマンションの建替えその他の措置に向

けたマンションの区分所有者等の合意形成の促進に関する事項（前号に掲げる事項を除

く。） 

五 マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

六 次条第一項に規定するマンション管理適正化推進計画の策定に関する基本的な事項そ

の他マンションの管理の適正化の推進に関する重要事項 

３ 基本方針は、住生活基本法（平成十八年法律第六十一号）第十五条第一項に規定する全

国計画との調和が保たれたものでなければならない。 

４ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

（マンション管理適正化推進計画） 

第三条の二 都道府県（市の区域内にあっては当該市、町村であって第百四条の二第一項の

規定により同項に規定するマンション管理適正化推進行政事務を処理する町村の区域内

にあっては当該町村。以下「都道府県等」という。）は、基本方針に基づき、当該都道府

県等の区域内におけるマンションの管理の適正化の推進を図るための計画（以下「マンシ

ョン管理適正化推進計画」という。）を作成することができる。 

２ マンション管理適正化推進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適正化に関する目標 

二 当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の状況を把握するために当該都道

府県等が講ずる措置に関する事項 

三 当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適正化の推進を図るための施策

に関する事項 

四 当該都道府県等の区域内における管理組合によるマンションの管理の適正化に関する

指針（以下「都道府県等マンション管理適正化指針」という。）に関する事項 

五 マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

六 計画期間 

七 その他当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適正化の推進に関し必要

な事項 

３ 都道府県等は、当該都道府県等の区域内において地方住宅供給公社（以下「公社」とい

う。）によるマンション（当該マンションに係る第二条第一号イに掲げる建物の建設後国

土交通省令で定める期間を経過したものに限る。次条第一項において同じ。）の修繕その
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他の管理に関する事業の実施が必要と認められる場合には、前項第三号に掲げる事項に、

当該事業の実施に関する事項を定めることができる。 

４ 都道府県等は、マンション管理適正化推進計画に公社による前項に規定する事業の実

施に関する事項を定めようとするときは、当該事項について、あらかじめ、当該公社の同

意を得なければならない。 

５ 都道府県等は、マンション管理適正化推進計画を作成し、又はこれを変更したときは、

遅滞なく、これを公表するとともに、都道府県にあっては関係町村に通知しなければなら

ない。 

６ 都道府県等は、マンション管理適正化推進計画の作成及び変更並びにマンション管理

適正化推進計画に基づく措置の実施に関して特に必要があると認めるときは、関係地方

公共団体、管理組合、マンション管理業者その他の関係者に対し、調査を実施するため必

要な協力を求めることができる。 

（委託により公社の行うマンションの修繕その他の管理の業務） 

第三条の三 前条第三項の規定によりマンション管理適正化推進計画に公社による同項に

規定する事業の実施に関する事項が定められた場合には、公社は、当該都道府県等の区域

内において地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条に規定する業

務のほか、委託により、マンションの修繕その他の管理の業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により公社が同項に規定する業務を行う場合には、地方住宅供給公社法第

四十九条第三号中「第二十一条」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及びマンショ

ンの管理の適正化の推進に関する法律（平成十二年法律第百四十九号）第三条の三第一項」

とする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、マンションの管理の適正化の推進を図るため、必要な施策

を講ずるよう努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、マンションの管理の適正化に資するため、管理組合又はマンシ

ョンの区分所有者等の求めに応じ、必要な情報及び資料の提供その他の措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

（管理組合等の努力） 

第五条 管理組合は、マンション管理適正化指針（管理組合がマンション管理適正化推進計

画が作成されている都道府県等の区域内にある場合にあっては、マンション管理適正化

指針及び都道府県等マンション管理適正化指針。次条において同じ。）の定めるところに

留意して、マンションを適正に管理するよう自ら努めるとともに、国及び地方公共団体が

講ずるマンションの管理の適正化の推進に関する施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

２ マンションの区分所有者等は、マンションの管理に関し、管理組合の一員としての役割

を適切に果たすよう努めなければならない。 
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（助言、指導等） 

第五条の二 都道府県等は、マンション管理適正化指針に即し、管理組合の管理者等（管理

者等が置かれていないときは、当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等。次項

において同じ。）に対し、マンションの管理の適正化を図るために必要な助言及び指導を

することができる。 

２ 都道府県知事（市又は第百四条の二第一項の規定により同項に規定するマンション管

理適正化推進行政事務を処理する町村の区域内にあっては、それぞれの⾧。以下「都道府

県知事等」という。）は、管理組合の運営がマンション管理適正化指針に照らして著しく

不適切であることを把握したときは、当該管理組合の管理者等に対し、マンション管理適

正化指針に即したマンションの管理を行うよう勧告することができる。 

第三章 管理計画の認定等 

（管理計画の認定） 

第五条の三 管理組合の管理者等は、国土交通省令で定めるところにより、当該管理組合に

よるマンションの管理に関する計画（以下「管理計画」という。）を作成し、マンション

管理適正化推進計画を作成した都道府県等の⾧（以下「計画作成都道府県知事等」という。）

の認定を申請することができる。 

２ 管理計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当該マンションの修繕その他の管理の方法 

二 当該マンションの修繕その他の管理に係る資金計画 

三 当該マンションの管理組合の運営の状況 

四 その他国土交通省令で定める事項 

（認定基準） 

第五条の四 計画作成都道府県知事等は、前条第一項の認定の申請があった場合において、

当該申請に係る管理計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をする

ことができる。 

一 マンションの修繕その他の管理の方法が国土交通省令で定める基準に適合するもの

であること。 

二 資金計画がマンションの修繕その他の管理を確実に遂行するため適切なものである

こと。 

三 管理組合の運営の状況が国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

四 その他マンション管理適正化指針及び都道府県等マンション管理適正化指針に照ら

して適切なものであること。 

（認定の通知） 

第五条の五 計画作成都道府県知事等は、前条の認定をしたときは、速やかに、国土交通省

令で定めるところにより、その旨を当該認定を受けた者（以下「認定管理者等」という。）

に通知しなければならない。 
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（認定の更新） 

第五条の六 第五条の四の認定は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過に

よって、その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の認定の更新について準用する。 

３ 第一項の認定の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この項及び次項に

おいて「認定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされない

ときは、従前の認定は、認定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおそ

の効力を有する。 

４ 前項の場合において、認定の更新がされたときは、その認定の有効期間は、従前の認定

の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

（認定を受けた管理計画の変更） 

第五条の七 認定管理者等は、第五条の四の認定を受けた管理計画の変更（国土交通省令で

定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、

計画作成都道府県知事等の認定を受けなければならない。 

２ 第五条の四及び第五条の五の規定は、前項の認定について準用する。 

（報告の徴収） 

第五条の八 計画作成都道府県知事等は、認定管理者等（第五条の四の認定を受けた管理計

画（前条第一項の変更の認定があったときは、その変更後のもの。以下「認定管理計画」

という。）に係るマンション（以下「管理計画認定マンション」という。）に係る管理組合

に管理者等が置かれなくなったときは、当該管理組合を構成するマンションの区分所有

者等。次条及び第五条の十において同じ。）に対し、管理計画認定マンションの管理の状

況について報告を求めることができる。 

（改善命令） 

第五条の九 計画作成都道府県知事等は、認定管理者等が認定管理計画に従って管理計画

認定マンションの管理を行っていないと認めるときは、当該認定管理者等に対し、相当の

期限を定めて、その改善に必要な措置を命ずることができる。 

（管理計画の認定の取消し） 

第五条の十 計画作成都道府県知事等は、次に掲げる場合には、第五条の四の認定（第五条

の七第一項の変更の認定を含む。以下同じ。）を取り消すことができる。 

一 認定管理者等が前条の規定による命令に違反したとき。 

二 認定管理者等から認定管理計画に基づく管理計画認定マンションの管理を取りやめ

る旨の申出があったとき。 

三 認定管理者等が不正の手段により第五条の四の認定又は第五条の六第一項の認定の

更新を受けたとき。 

２ 計画作成都道府県知事等は、前項の規定により第五条の四の認定を取り消したときは、

速やかに、その旨を当該認定管理者等であった者に通知しなければならない。 
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（委託により公社の行う管理計画認定マンションの修繕に関する企画又は実施の調整に

関する業務） 

第五条の十一 公社は、地方住宅供給公社法第二十一条に規定する業務のほか、委託により、

管理計画認定マンションの修繕に関する企画又は実施の調整に関する業務を行うことが

できる。 

２ 前項の規定により公社が同項に規定する業務を行う場合には、地方住宅供給公社法第

四十九条第三号中「第二十一条」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及びマンショ

ンの管理の適正化の推進に関する法律（平成十二年法律第百四十九号）第五条の十一第一

項」とする。 

（指定認定事務支援法人） 

第五条の十二 マンション管理適正化推進計画を作成した都道府県等（第四項において「計

画作成都道府県等」という。）は、第五条の四の認定及び第五条の六第一項の認定の更新

に関する次に掲げる事務の一部を、法人であって国土交通省令で定める要件に該当し、当

該事務を適正に実施することができると認められるものとして計画作成都道府県知事等

が指定するもの（以下「指定認定事務支援法人」という。）に委託することができる。 

一 マンションの修繕その他の管理の方法、マンションの修繕その他の管理に係る資金

計画及び管理組合の運営の状況について調査すること。 

二 その他国土交通省令で定める事務 

２ 指定認定事務支援法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由

なしに、前項の規定により委託された事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 指定認定事務支援法人の役員又は職員で、第一項の規定により委託された事務に従事

するものは、刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法令に

より公務に従事する職員とみなす。 

４ 計画作成都道府県等は、第一項の規定により事務を委託したときは、国土交通省令で定

めるところにより、その旨を公示しなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、指定認定事務支援法人に関し必要な事項は、政令で定め

る。 
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第一章 建物の区分所有 

第一節 総則 

（建物の区分所有） 

第一条 一棟の建物に構造上区分された数個の部分で独立して住居、店舗、事務所又は倉庫

その他建物としての用途に供することができるものがあるときは、その各部分は、この法

律の定めるところにより、それぞれ所有権の目的とすることができる。 

（定義） 

第二条 この法律において「区分所有権」とは、前条に規定する建物の部分（第四条第二項

の規定により共用部分とされたものを除く。）を目的とする所有権をいう。 

２ この法律において「区分所有者」とは、区分所有権を有する者をいう。 

３ この法律において「専有部分」とは、区分所有権の目的たる建物の部分をいう。 

４ この法律において「共用部分」とは、専有部分以外の建物の部分、専有部分に属しない

建物の附属物及び第四条第二項の規定により共用部分とされた附属の建物をいう。 

５ この法律において「建物の敷地」とは、建物が所在する土地及び第五条第一項の規定に

より建物の敷地とされた土地をいう。 

６ この法律において「敷地利用権」とは、専有部分を所有するための建物の敷地に関する

権利をいう。 

（区分所有者の団体） 

第三条 区分所有者は、全員で、建物並びにその敷地及び附属施設の管理を行うための団体

を構成し、この法律の定めるところにより、集会を開き、規約を定め、及び管理者を置く

ことができる。一部の区分所有者のみの共用に供されるべきことが明らかな共用部分（以

下「一部共用部分」という。）をそれらの区分所有者が管理するときも、同様とする。 

（共用部分） 

第四条 数個の専有部分に通ずる廊下又は階段室その他構造上区分所有者の全員又はその

一部の共用に供されるべき建物の部分は、区分所有権の目的とならないものとする。 

２ 第一条に規定する建物の部分及び附属の建物は、規約により共用部分とすることがで

きる。この場合には、その旨の登記をしなければ、これをもつて第三者に対抗することが

できない。 

（区分所有者の権利義務等） 

第六条 区分所有者は、建物の保存に有害な行為その他建物の管理又は使用に関し区分所

有者の共同の利益に反する行為をしてはならない。 

２ 区分所有者は、その専有部分又は共用部分を保存し、又は改良するため必要な範囲内に
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おいて、他の区分所有者の専有部分又は自己の所有に属しない共用部分の使用を請求す

ることができる。この場合において、他の区分所有者が損害を受けたときは、その償金を

支払わなければならない。 

３ 第一項の規定は、区分所有者以外の専有部分の占有者（以下「占有者」という。）に準

用する。 

４ 民法（明治二十九年法律第八十九号）第二百六十四条の八及び第二百六十四条の十四の

規定は、専有部分及び共用部分には適用しない。 

（建物の設置又は保存の瑕疵かしに関する推定） 

第九条 建物の設置又は保存に瑕疵かしがあることにより他人に損害を生じたときは、そ

の瑕疵かしは、共用部分の設置又は保存にあるものと推定する。 

（共用部分の共有関係） 

第十一条 共用部分は、区分所有者全員の共有に属する。ただし、一部共用部分は、これを

共用すべき区分所有者の共有に属する。 

２ 前項の規定は、規約で別段の定めをすることを妨げない。ただし、第二十七条第一項の

場合を除いて、区分所有者以外の者を共用部分の所有者と定めることはできない。 

３ 民法第百七十七条の規定は、共用部分には適用しない。 

（一部共用部分の管理） 

第十六条 一部共用部分の管理のうち、区分所有者全員の利害に関係するもの又は第三十

一条第二項の規約に定めがあるものは区分所有者全員で、その他のものはこれを共用す

べき区分所有者のみで行う。 

（共用部分の管理） 

第十八条 共用部分の管理に関する事項は、前条の場合を除いて、集会の決議で決する。た

だし、保存行為は、各共有者がすることができる。 

２ 前項の規定は、規約で別段の定めをすることを妨げない。 

３ 前条第二項の規定は、第一項本文の場合に準用する。 

４ 共用部分につき損害保険契約をすることは、共用部分の管理に関する事項とみなす。 

（共用部分の負担及び利益収取） 

第十九条 各共有者は、規約に別段の定めがない限りその持分に応じて、共用部分の負担に

任じ、共用部分から生ずる利益を収取する。 

（管理所有者の権限） 

第二十条 第十一条第二項の規定により規約で共用部分の所有者と定められた区分所有者

は、区分所有者全員（一部共用部分については、これを共用すべき区分所有者）のために

その共用部分を管理する義務を負う。この場合には、それらの区分所有者に対し、相当な

管理費用を請求することができる。 

２ 前項の共用部分の所有者は、第十七条第一項に規定する共用部分の変更をすることが

できない。 
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第四節 管理者 

（選任及び解任） 

第二十五条 区分所有者は、規約に別段の定めがない限り集会の決議によつて、管理者を選

任し、又は解任することができる。 

２ 管理者に不正な行為その他その職務を行うに適しない事情があるときは、各区分所有

者は、その解任を裁判所に請求することができる。 

（権限） 

第二十六条 管理者は、共用部分並びに第二十一条に規定する場合における当該建物の敷

地及び附属施設（次項及び第四十七条第六項において「共用部分等」という。）を保存し、

集会の決議を実行し、並びに規約で定めた行為をする権利を有し、義務を負う。 

２ 管理者は、その職務に関し、区分所有者を代理する。第十八条第四項（第二十一条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による損害保険契約に基づく保険金額並びに共用部分

等について生じた損害賠償金及び不当利得による返還金の請求及び受領についても、同

様とする。 

３ 管理者の代理権に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。 

４ 管理者は、規約又は集会の決議により、その職務（第二項後段に規定する事項を含む。）

に関し、区分所有者のために、原告又は被告となることができる。 

５ 管理者は、前項の規約により原告又は被告となつたときは、遅滞なく、区分所有者にそ

の旨を通知しなければならない。この場合には、第三十五条第二項から第四項までの規定

を準用する。 

（区分所有者の責任等） 

第二十九条 管理者がその職務の範囲内において第三者との間にした行為につき区分所有

者がその責めに任ずべき割合は、第十四条に定める割合と同一の割合とする。ただし、規

約で建物並びにその敷地及び附属施設の管理に要する経費につき負担の割合が定められ

ているときは、その割合による。 

２ 前項の行為により第三者が区分所有者に対して有する債権は、その特定承継人に対し

ても行うことができる。 

第五節 規約及び集会 

（規約事項） 

第三十条 建物又はその敷地若しくは附属施設の管理又は使用に関する区分所有者相互間

の事項は、この法律に定めるもののほか、規約で定めることができる。 

２ 一部共用部分に関する事項で区分所有者全員の利害に関係しないものは、区分所有者

全員の規約に定めがある場合を除いて、これを共用すべき区分所有者の規約で定めるこ

とができる。 

３ 前二項に規定する規約は、専有部分若しくは共用部分又は建物の敷地若しくは附属施

設（建物の敷地又は附属施設に関する権利を含む。）につき、これらの形状、面積、位置
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関係、使用目的及び利用状況並びに区分所有者が支払つた対価その他の事情を総合的に

考慮して、区分所有者間の利害の衡平が図られるように定めなければならない。 

４ 第一項及び第二項の場合には、区分所有者以外の者の権利を害することができない。 

５ 規約は、書面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識

することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供

されるものとして法務省令で定めるものをいう。以下同じ。）により、これを作成しなけ

ればならない。 

（規約の設定、変更及び廃止） 

第三十一条 規約の設定、変更又は廃止は、区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数

による集会の決議によつてする。この場合において、規約の設定、変更又は廃止が一部の

区分所有者の権利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない。 

２ 前条第二項に規定する事項についての区分所有者全員の規約の設定、変更又は廃止は、

当該一部共用部分を共用すべき区分所有者の四分の一を超える者又はその議決権の四分

の一を超える議決権を有する者が反対したときは、することができない。 

（公正証書による規約の設定） 

第三十二条 最初に建物の専有部分の全部を所有する者は、公正証書により、第四条第二項、

第五条第一項並びに第二十二条第一項ただし書及び第二項ただし書（これらの規定を同条

第三項において準用する場合を含む。）の規約を設定することができる。 

（集会の招集） 

第三十四条 集会は、管理者が招集する。 

２ 管理者は、少なくとも毎年一回集会を招集しなければならない。 

３ 区分所有者の五分の一以上で議決権の五分の一以上を有するものは、管理者に対し、会

議の目的たる事項を示して、集会の招集を請求することができる。ただし、この定数は、

規約で減ずることができる。 

４ 前項の規定による請求がされた場合において、二週間以内にその請求の日から四週間

以内の日を会日とする集会の招集の通知が発せられなかつたときは、その請求をした区

分所有者は、集会を招集することができる。 

５ 管理者がないときは、区分所有者の五分の一以上で議決権の五分の一以上を有するも

のは、集会を招集することができる。ただし、この定数は、規約で減ずることができる。 

（議事録） 

第四十二条 集会の議事については、議⾧は、書面又は電磁的記録により、議事録を作成し

なければならない。 

２ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、又は記録しなければならない。 

３ 前項の場合において、議事録が書面で作成されているときは、議⾧及び集会に出席した

区分所有者の二人がこれに署名しなければならない。 

４ 第二項の場合において、議事録が電磁的記録で作成されているときは、当該電磁的記録
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に記録された情報については、議⾧及び集会に出席した区分所有者の二人が行う法務省

令で定める署名に代わる措置を執らなければならない。 

５ 第三十三条の規定は、議事録について準用する。 

（事務の報告） 

第四十三条 管理者は、集会において、毎年一回一定の時期に、その事務に関する報告をし

なければならない。 
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国土交通省告示第千二百八十六号 

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成十二年法律第百四十九号。以

下「法」という。）第三条第一項の規定に基づき、マンションの管理の適正化の推進

を図るための基本的な方針を定めたので、同条第四項の規定に基づき、公表する。 

令和三年九月二十八日 

国土交通大臣   赤羽 一嘉 

 

マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針 

 

我が国におけるマンションは、土地利用の高度化の進展に伴い、職住近接という利便

性や住空間の有効活用という機能性に対する積極的な評価、マンションの建設・購入に

対する融資制度や税制の整備を背景に、都市部を中心に持家として定着し、重要な居住

形態となっており、国民の一割以上が居住していると推計される。 

その一方で、一つの建物を多くの人が区分して所有するマンションは、各区分所有者

等の共同生活に対する意識の相違、多様な価値観を持った区分所有者等間の意思決定

の難しさ、利用形態の混在による権利・利用関係の複雑さ、建物構造上の技術的判断の

難しさなど建物を維持管理していく上で、多くの課題を有している。 

特に、今後、建設後相当の期間が経過したマンションが、急激に増大していくものと

見込まれるが、これらに対して適切な修繕がなされないままに放置されると、老朽化し

たマンションは、区分所有者等自らの居住環境の低下のみならず、外壁等の剥落などに

よる居住者や近隣住民の生命・身体に危害、ひいては周辺の住環境や都市環境の低下を

生じさせるなど深刻な問題を引き起こす可能性がある。 

このような状況の中で、我が国における国民生活の安定向上と国民経済の健全な発

展に寄与するためには、管理組合がマンションを適正に管理するとともに、行政はマン

ションの管理状況、建物・設備の老朽化や区分所有者等の高齢化の状況等を踏まえてマ

ンションの管理の適正化の推進のための施策を講じていく必要がある。 

この基本的な方針は、このような認識の下に、マンションの管理の適正化の推進を図

るため、必要な事項を定めるものである。 

 

—  マンションの管理の適正化の推進に関する基本的な事項 

管理組合、国、地方公共団体、マンション管理士、マンション管理業者その他の関係

者は、それぞれの役割を認識するとともに、効果的にマンションの管理の適正化及びそ
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の推進を図るため、相互に連携して取組を進める必要がある。 

１  管理組合及び区分所有者の役割 

マンションは私有財産の集合体であり、その管理の主体は、あくまでマンションの

区分所有者等で構成される管理組合である。法第五条第一項においても、管理組合は、

マンション管理適正化指針及び都道府県等マンション管理適正化指針の定めるとこ

ろに留意して、マンションを適正に管理するよう自ら努めなければならないとされ

ている。マンションストックの高経年化が進む中、これらを可能な限り⾧く活用する

よう努めることが重要であり、管理組合は、自らの責任を自覚し、必要に応じて専門

家の支援も得ながら、適切に管理を行うとともに、国及び地方公共団体が講じる施策

に協力するよう努める必要がある。 

マンションの区分所有者等は、管理組合の一員としての役割及び修繕の必要性を

十分認識して、管理組合の運営に関心を持ち、積極的に参加する等、その役割を適切

に果たすよう努める必要がある。 

２  国 の 役 割  

国は、マンションの管理水準の維持向上と管理状況が市場において評価される環

境整備を図るためにマンションの管理の適正化の推進に関する施策を講じていくよ

う努める必要がある。 

このため、マンション管理士制度及びマンション管理業の登録制度の適切な運用

を図るほか、マンションの実態調査の実施、「マンション標準管理規約」及び各種ガ

イドライン・マニュアルの策定や適時適切な見直しとその周知、マンションの管理の

適正化の推進に係る財政上の措置、リバースモーゲージの活用等による大規模修繕等のた

めの資金調達手段の確保、マンション管理士等の専門家の育成等によって、管理組合や

地方公共団体のマンションの管理の適正化及びその推進に係る取組を支援していく

必要がある。 

また、国は、マンションの⾧寿命化に係る先進的な事例の収集・普及等に取り組む

とともに、管理組合等からの求めに応じ、マンション管理適正化推進センターと連携

しながら、必要な情報提供等に努める必要がある。 

３ 地方公共団体の役割 

地方公共団体は、区域内のマンションの管理状況等を踏まえ、計画的にマンション

の管理の適正化の推進に関する施策を講じていくよう努める必要がある。 

このため、区域内のマンションの実態把握を進めるとともに、法第三条の二に基づ

くマンション管理適正化推進計画を作成し、施策の方向性等を明らかにして法第三

章に基づく管理計画認定制度を適切に運用することで、マンションの管理水準の維

持向上と管理状況が市場において評価される環境整備を図っていくことが望ましい。 

その際、特に必要がある場合には、関係地方公共団体、管理組合、マンション管理

士、マンション管理業者、マンションの管理に関する知識や経験を生かして活動等を
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行うＮＰＯ法人（以下「ＮＰＯ法人」という。）等の関係者に対し、調査に必要な協

力を求めることも検討し、これらの関係者と連携を図りながら、効果的に施策を進め

ることが望ましい。 

    さらに、マンション管理士等専門的知識を有する者や経験豊かで地元の実情に精     

通したマンションの区分所有者等から信頼される者等の協力を得て、マンションに

係る相談体制の充実を図るとともに、管理組合等からの求めに応じ、必要な情報提供

等に努める必要がある。なお、管理が適正に行われていないマンションに対してはマ

ンション管理適正化指針等 に即し、必要に応じて法第五条の二に基づく助言、指導

等を行うとともに、専門家を派違するなど能動的に関与していくことが重要である。 

４ マンション管理士及びマンション管理業者等の役割 

マンションの管理には専門的知識を要することが多いため、マンション管理士に

は、管理組合等からの相談に応じ、助言等の支援を適切に行うことが求められており、

誠実にその業務を行う必要がある。また、マンション管理業者においても、管理組合

から管理事務の委託を受けた場合には、誠実にその業務を行う必要がある。 

さらに、マンション管理士及びマンション管理業者は、地方公共団体等からの求めに応じ、必要

な協力をするよう努める必要がある。また、分譲会社は、管理組合の立ち上げや運営

の円滑化のため、分譲時に管理規約や⾧期修繕計画、修繕積立金の金額等の案につい

て適切に定めるとともに、これらの内容を購入者に対して説明し理解を得るよう努

める必要がある。 

二 マンションの管理の適正化に関する目標の設定に関する事項 

マンションの適切な管理のためには、適切な⾧期修繕計画の作成や計画的な修繕

積立金の積立が必要となることから、国においては、住生活基本法（平成十八年法律

第六十一号）に基づく住生活基本計画（全国計画）において、二十五年以上の⾧期修

繕計画に基づき修繕積立金を設定している管理組合の割合を目標として掲げている。 

地方公共団体においては、国が掲げる目標を参考にしつつ、マンションの管理の適  

正化のために管理組合が留意すべき事項も考慮し、区域内のマンションの状況を把

握し、地域の実情に応じた適切な目標を設定することが望ましい。 

三  管理組合によるマンションの管理の適正化の推進に関する基本的な指針（マンショ

ン管理適正化指針）に関する事項 

本マンション管理適正化指針は、管理組合によるマンションの管理の適正化を推

進するため、その基本的な考え方を示すとともに、地方公共団体が法第五条の二に基

づき管理組合の管理者 等に対して助言、指導等を行う場合の判断基準の目安を別紙

一に、法第五条の四に基づき管理 計画を認定する際の基準を別紙二に示すものであ

る。 

１  管理組合によるマンションの管理の適正化の基本的方向 

マンションは、我が国における重要な居住形態であり、その適切な管理は、マンショ
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ンの区分所有者等だけでなく、社会的にも要請されているところである。 

このようなマンションの重要性にかんがみ、マンションを社会的資産として、この資

産価値をできる限り保全し、かつ、快適な居住環境が確保できるように、以下の点を踏まえつつ、

マンションの管理を行うことを基本とするべきである。 

⑴ マンションの管理の主体は、マンションの区分所有者等で構成される管理組合であり、管

理組合は、区分所有者等の意見が十分に反映されるよう、また、⾧期的な見通しを持

って、適正な運営を行うことが必要である。特に、その経理は、健全な会計を確保する

よう、十分な配慮がなされる必要がある。また、第三者に管理事務を委託する場合は、その

内容を十分 に検討して契約を締結する必要がある。 

⑵ 管理組合を構成するマンションの区分所有者等は、管理組合の一員としての役割を十分

認識して、管理組合の運営に関心を持ち、積極的に参加する等、その役割を適切に果たすよう努

める必要がある。 

⑶ マンションの管理には専門的な知識を要する事項が多いため、管理組合は、問題に応じ、

マンション管理士等専門的知識を有する者の支援を得ながら、主体性をもって適切な対

応をするよう心がけることが重要である。 

⑷ さらに、マンションの状況によっては、外部の専門家が、管理組合の管理者等又は役員に就任す

ることも考えられるが、その場合には、マンションの区分所有者等が当該管理者等又は役員の

選任や業務の監視等を適正に行うとともに、監視・監督の強化のための措置等を講じ

ることにより適正な業務運営を担保することが重要である。 

２ マンションの管理の適正化のために管理組合が留意すべき事項 

⑴ 管理組合の運営 

管理組合の自立的な運営は、マンションの区分所有者等の全員が参加し、その意見

を反映することにより成り立つものである。そのため、管理組合の運営は、情報の開

示、運営の透明化等を通じ、開かれた民主的なものとする必要がある。また、集会は、

管理組合の最高意思決定機関である。したがって、管理組合の管理者等は、その意思

決定にあたっては、事前に必要な資料を整備し、集会において適切な判断が行われる

よう配慮する必要がある。 

管理組合の管理者等は、マンション管理の目的が達成できるように、法令等を遵守

し、マンションの区分所有者等のため、誠実にその職務を執行する必要がある。 

⑵  管 理 規 約  

管理規約は、マンション管理の最高自治規範であることから、管理組合として管理

規約を作成する必要がある。その作成にあたっては、管理組合は、建物の区分所有等

に関する法律（昭和三十七年法律第六十九号）に則り、「マンション標準管理規約」を参考

として、当該マンションの実態及びマンションの区分所有者等の意向を踏まえ、適切

なものを作成し、必要に応じてその改正を行うこと、これらを十分周知することが重要である。

さらに、快適な居住環境を目指し、マンションの区分所有者等間のトラブルを未然に
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防止するために、使用細則等マンションの実態に即した具体的な住まい方のルール

を定めておくことも重要である。 

また、管理費等の滞納など管理規約又は使用細則等に違反する行為があった場合、

管理組合の管理者等は、その是正のため、必要な勧告、指示等を行うとともに、法令等に則り、

少額訴訟等その是正又は排除を求める法的措置をとることが重要である。 

⑶ 共用部分の範囲及び管理費用の明確化 

管理組合は、マンションの快適な居住環境を確保するため、あらかじめ、共用部分

の範囲及び管理費用を明確にし、トラブルの未然防止を図ることが重要である。 

特に、専有部分と共用部分の区分、専用使用部分と共用部分の管理及び駐車場の使

用等に関してトラブルが生じることが多いことから、適正な利用と公平な負担が確保

されるよう、各部分の範囲及びこれに対するマンションの区分所有者等の負担を明確

に定めておくことが重要である。 

⑷ 管理組合の経理 

管理組合がその機能を発揮するためには、その経済的基盤が確立されている必要があ

る。このため、管理費及び修繕積立金等について必要な費用を徴収するとともに、管

理規約に基づき、これらの費目を帳簿上も明確に区分して経理を行い、適正に管理する必要があ

る。 

また、管理組合の管理者等は、必要な帳票類を作成してこれを保管するとともに、

マンションの区分所有者等の請求があった時は、これを速やかに開示することによ

り、経理の透明性を確保する必要がある。 

⑸ ⾧期修繕計画の作成及び見直し等 

マンションの快適な居住環境を確保し、資産価値の維持向上を図るためには、適時

適切な維持修繕を行うことが重要である。特に、経年による劣化に対応するため、あ

らかじめ⾧期修繕計画を作成し、必要な修繕積立金を積み立てておく必要がある。 

⾧期修繕計画の作成及び見直しにあたっては、「⾧期修繕計画作成ガイドライン」を

参考に、必要に応じ、マンション管理士等専門的知識を有する者の意見を求め、また、

あらかじめ建物診断等を行って、その計画を適切なものとするよう配慮する必要があ

る。⾧期修繕計画の実効性を確保するためには、修繕内容、資金計画を適正かつ明確

に定め、それらをマンションの区分所有者等に十分周知させることが必要である。 

管理組合の管理者等は、維持修繕を円滑かつ適切に実施するため、設計に関する図

書等を保管することが重要である。また、この図書等について、マンションの区分所

有者等の求めに応じ、適時閲覧できるようにすることが重要である。 

なお、建設後相当の期間が経過したマンションにおいては、⾧期修繕計画の検討を

行う際には、必要に応じ、建替え等についても視野に入れて検討することが望ましい。

建替え等の検討にあたっては、その過程をマンションの区分所有者等に周知させるな

ど透明性に配慮しつつ、各区分所有者等の意向を十分把握し、合意形成を図りながら



資17 

 

進める必要がある。 

⑹ 発注等の適正化 

管理業務の委託や工事の発注等については、事業者の選定に係る意思決定の透明

性確保や利益相反等に注意して、適正に行われる必要があるが、とりわけ外部の専門

家が管理組合の管理者等又は役員に就任する場合においては、マンションの区分所

有者等から信頼されるような発注等に係るルールの整備が必要である。 

⑺ 良好な居住環境の維持及び向上 

マンションの資産価値や良好な居住環境を維持する観点から、防災に係る計画の

作成・周知や訓練の実施、被災時を想定した管理規約上の取り決め、火災保険への加

入等、管理組合としてマンションにおける防災・減災や防犯に取り組むことは重要で

ある。 

また、防災・減災、防犯に加え、日常的なトラブルの防止などの観点からも、マン

ションにおけるコミュニティ形成は重要なものであり、管理組合においても、区分所

有法に則り、良好なコミュニティの形成に積極的に取り組むことが重要である。 

一方、自治会及び町内会等（以下「自治会」という。）は、管理組合と異なり、各居住者が

各自の判断で加入するものであることに留意するとともに、特に管理費の使途につ

いては、マンションの管理と自治会活動の範囲・相互関係を整理し、管理費と自治会費の徴収、

支出を分けて適切に運用する必要がある。なお、このように適切な峻別や、代行徴収

に係る負担の整理が行われるのであれば、自治会費の徴収を代行することや、防災や

美化などのマンションの管理業務を自治会が行う活動と連携して行うことも差し支

えない。 

⑻ その他配慮すべき事項 

マンションが団地を構成する場合には、各棟固有の事情を踏まえつつ、全棟の連携

をとって、全体としての適切な管理がなされるように配慮することが重要である。複

合用途型マンションにあっては、住宅部分と非住宅部分との利害の調整を図り、その

管理、費用負担等について適切な配慮をすることが重要である。 

また、管理組合は、組合員名簿や居住者名簿の管理方法等、個人情報の取り扱いに

あたっては、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）による個人

情報取扱事業者としての義務を負うことに十分に留意する必要がある。 

３ マンションの管理の適正化のためにマンションの区分所有者等が留意すべき事項 

マンションを購入しようとする者は、マンションの管理の重要性を十分認識し、売買

契約だけでなく、管理規約、使用細則、管理委託契約、⾧期修繕計画等管理に関する事

項に十分に留意することが重要である。また、管理組合及びマンションの区分所有者等

は、マンションを購入しようとする者に対するこれらの情報の提供に配慮する必要が

ある。 

マンションの区分所有者等は、その居住形態が戸建てとは異なり、相隣関係等に配慮
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を要する住まい方であることを十分に認識し、その上で、マンションの快適かつ適正な

利用と資産価値の維持を図るため、管理組合の一員として、進んで、集会その他の管理

組合の管理運営に参加するとともに、定められた管理規約、集会の決議等を遵守する必

要がある。そのためにも、マンションの区分所有者等は、マンションの管理に関する法

律等についての理解を深めることが重要である。 

専有部分の賃借人等の占有者は、建物又はその敷地若しくは附属施設の使用方法に

つき、マンションの区分所有者等が管理規約又は集会の決議に基づいて負う義務と同

一の義務を負うことに十分に留意することが必要である。 

４ マンションの管理の適正化のための管理委託に関する事項 

管理組合は、マンションの管理の主体は管理組合自身であることを認識したうえで、

管理事務の全部又は一部を第三者に委託しようとする場合は、「マンション標準管理委託契

約書」を参考に、その委託内容を十分に検討し、書面又は電磁的方法（管理組合の管理

者等又はマンションの区分所有者等の承諾を得た場合に限る。）をもって管理委託契約

を締結することが重要である。 

管理委託契約先を選定する場合には、管理組合の管理者等は、事前に必要な資料を収集し、マ

ンションの区分所有者等にその情報を公開するとともに、マンション管理業者の行う

説明会を活用し、適正な選定がなされるように努める必要がある。 

管理委託契約先が選定されたときは、管理組合の管理者等は、説明会等を通じてマン

ションの区分所有者等に対し、当該契約内容を周知するとともに、マンション管理業者

の行う管理事務の報告等を活用し、管理事務の適正化が図られるよう努める必要があ

る。 

万一、マンション管理業者の業務に関して問題が生じた場合には、管理組合は、当該

マンション管理業者にその解決を求めるとともに、必要に応じ、マンション管理業者の

所属する団体にその解決を求める等の措置を講じる必要がある。 

四  マンションがその建設後相当の期間が経過した場合その他の場合において当該マンシ

ョンの建替えその他の措置に向けたマンションの区分所有者等の合意形成の促進に関す

る事項 

日常のマンションの管理を適正に行い、そのストックを有効に活用していくことは重要だ

が、一方で、修繕や耐震改修等のみでは良好な居住環境の確保や地震によるマンション

の倒壊、老朽化したマンションの損壊その他の被害からの生命、身体及び財産の保護が

困難な場合には、マンションの建替え等を円滑に行い、より⾧期の耐用性能を確保する

とともに、良好な居住環境や地震に対する安全性等の向上を実現することが重要であ

る。 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成十四年法律第七十八号）では、地

震に対する安全性が不足しているマンションや外壁等の剥落により周囲に危害を生ず

るおそれのあるマンション等を、建替え時の容積率特例やマンション敷地売却事業及
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び団地型マンションにおける敷地分割事業の対象とし、また、バリアフリー性能が不足

しているマンション等を含めて建替え時の容積率特例の対象としている。 

マンションが建設後相当の期間が経過した場合等に、修繕等のほか、これらの特例を

活用した建替え等を含め、どのような措置をとるべきか、様々な区分所有者等間の意向

を調整し、合意形成を図っておくことが重要である。管理組合においては、区分所有者

等の連絡先等を把握しておき、必要に応じて外部の専門家を活用しつつ、適切に集会を

開催して検討を重ね、⾧期修繕計画において建替え等の時期を明記しておくこと等が

重要である。 

五  マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

マンションの管理の適正化を推進するためには、必要な情報提供、技術的支援等が不

可欠であることから、国及び地方公共団体は、マンションの実態の調査及び把握に努め、

必要な情報提供等について、その充実を図ることが重要である。 

国においては、法及びマンション管理適正化指針の内容の周知を行うほか、「マンシ

ョン標準管理規約」や各種ガイドライン・マニュアルの策定や適時適切な見直しとその

周知を行っていく必要がある。 

また、国、地方公共団体、マンション管理適正化推進センター、マンション管理士、

ＮＰＯ 法人等の関係者が相互に連携をとり、管理組合等の相談に応じられるネットワ

ークを整備することが重要である。 

地方公共団体においては、必要に応じてマンション管理士等専門的知識を有する者

や経験豊かで地元の実情に精通したマンションの区分所有者等から信頼される者、Ｎ

ＰＯ法人等の協力を得て、セミナーの開催やマンションに係る相談体制の充実を図る

よう努める必要がある。 

マンション管理適正化推進センターにおいては、関係機関及び関係団体との連携を

密にし、管理組合等に対する積極的な情報提供を行う等、管理適正化業務を適正かつ確

実に実施する必要がある。 

これらのほか、国、地方公共団体、関係機関等は、管理計画認定制度の周知等を通じ

て、これから管理組合の一員たる区分所有者等としてマンションの管理に携わること

となるマンションを購入しようとする者に対しても、マンションの管理の重要性を認

識させるように取り組むことも重要である。 

六  マンション管理適正化推進計画の策定に関する基本的な事項 

マンションは全国的に広く分布しており、各地域に一定のストックが存在するが、 

中でも大都市圏への集中が見られ、建設後相当の期間が経過し、管理上の課題が顕在化

しているものも多い。また、大都市以外でも、都市近郊の観光地等で主に別荘として利

用される、いわゆるリゾートマンションを多く有する地域もある。 

地方公共団体は、このように各地域で異なるマンションの状況等を踏まえつつ、法及

び本基本方針に基づき、住生活基本計画（都道府県計画）（市町村にあっては住生活基
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本計画（全国計画）（令和三年三月十九日閣議決定）第４（４）に基づく市町村計画を含む。

以下同じ。）と調和を図るほか、マンションの管理の適正化の推進に関する施策の担当部

局と福祉関連部局、防災関連部局、まちづくり関連部局、空き家対策関連部局、地方住

宅供給公社等と連携し、マンション管理適正化推進計画を策定することが望ましい。 

１  マンションの管理の適正化に関する目標 

区域内のマンションの状況に応じ、二十五年以上の⾧期修繕計画に基づく修繕積立

金額を設定している管理組合の割合等、明確な目標を設定し、その進捗を踏まえ、施策

に反映させていくことが望ましい。 

２  マンションの管理の状況を把握するために講じる措置に関する事項 

マンションの管理の適正化の推進を図るためには、大規模団地や⾧屋型のマンショ

ン等も含めた区域内のマンションストックの状況を把握した上で、マンションの管理

の実態について把握することが重要であり、登記情報等に基づくマンションの所在地

の把握、管理組合へのアンケート調査等の実態調査、条例による届出制度の実施等、地

域の状況に応じた措置を位置づけることが考えられる。 

なお、マンションの管理の実態の把握については、規模や築年数等に応じ、対象を絞

って行うことも考えられる。 

３  マンションの管理の適正化の推進を図るための施策に関する事項 

地域の実情に応じてニーズを踏まえつつ、適切な施策を行っていくことが重要であ

り、管理組合向けのセミナーの開催、相談窓口の設置、マンション管理士等の専門家の

派違、⾧期修繕計画の作成等に必要な取組に対する財政支援等を位置づけることが考

えられる。 

また、きめ細やかな施策を推進するため、地方公共団体、地域の実情に精通したマン

ション管理士等の専門家、マンション管理業者等の事業者、管理組合の代表者、ＮＰＯ

法人等で協議会を設置することも考えられる。 

このほか、必要に応じ、地方住宅供給公社によるマンションの修繕その他の管理に関

する事業を定めることが考えられる。この場合において、地方住宅供給公社は、当該都

道府県等の区域内において、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二

十一条に規定する業務のほか、管理組合の委託により、当該事業を行うことができる。 

４  管理組合によるマンションの管理の適正化に関する指針（都道府県等マンション管

理適正化指針）に関する事項 

法第五条第一項に基づき、管理組合は、マンション管理適正化指針のほか、都道府県

等マンション管理適正化指針にも留意してマンションを適正に管理するよう努めるこ

ととなるほか、都道府県等マンション管理適正化指針は、法第五条の二に基づく助言、指導等の

基準や、法第五条の四に基づく管理計画の認定の基準ともなり得るものである。 

マンション管理適正化指針と同様のものとすることも差し支えないが、必要に応じ、

例えば、浸水が想定される区域においては適切な防災対策を講じていることなど地域
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の実情を踏まえたマンションの管理に求められる観点や水準を定めることが望ましい。 

５  マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

マンションの管理の適正化の推進を図るためには、必要な情報提供、技術的支援等が

不可欠であることから、マンション管理適正化推進センターやマンション管理士会、Ｎ

ＰＯ法人等と連携したセミナーの開催、相談窓口の設置、専門家の派違や、これらの取

組を広く周知することを位置づけることなどが考えられる。 

６  計 画 期 間  

地域のマンションの築年数の推移や、人口動態等の将来予測を踏まえて、適切な計画

期間を設定することが望ましいが、例えば、住生活基本計画（都道府県計画）が、計画

期間を十年とし、五年毎に見直しを行っている場合にはこれと整合を図ることなどが

考えられる。 

７  その他マンションの管理の適正化の推進に関し必要な事項 

管理計画認定制度の運用にあたって、例えば、法第五条の十三に基づく指定認定事務

支援法人を活用する場合にはその旨等を定めることが考えられる。 

このほか、地域の実情に応じて取り組む独自の施策を積極的に位置づけることが望ましい。 

七  その他マンションの管理の適正化の推進に関する重要事項 

１  マンション管理士制度の一層の普及促進 

マンションの管理には専門的な知識を要する事項が多いため、国、地方公共団体及び

マンション管理適正化推進センターは、マンション管理士制度がより一層広く利用さ

れることとなるよう、その普及のために必要な啓発を行い、マンション管理士に関する

情報提供に努める必要がある。 

なお、管理組合は、マンションの管理の適正化を図るため、必要に応じ、マンション

管理士等専門的知識を有する者の知見の活用を考慮することが重要である。 

２  管理計画認定制度の適切な運用 

管理計画認定制度の活用によって、マンションの管理水準の維持向上と管理状況が

市場において評価される環境整備が図られることが期待されることから、同制度を運

用する地方公共団体においては、その積極的な周知を図るなど適切に運用していくこ

とが重要である。 

また、国においては、既存マンションが対象となる管理計画認定制度に加え、マンシ

ョンの適切な管理を担保するためには分譲時点から適切な管理を確保することが重要

であることから、新築分譲マンションを対象とした管理計画を予備的に認定する仕組

みについても、マンション管理適正化推進センターと連携しながら、必要な施策を講じ

ていく必要がある。 

なお、地方公共団体は、指定認定事務支援法人に、認定に係る調査に関する事務を委

託することも可能であり、必要に応じてこれを活用するとともに、指定認定事務支援法

人は個人情報等も扱う可能性があることや利益相反も想定されることに鑑み、委託す



資22 

 

る際は適切に監督を行う必要がある。 

３  都道府県と市町村との連携 

法において、都道府県は町村の区域内に係るマンション管理適正化推進行政事務を

行うこととされているが、市区町村と連携を図り、必要に応じて市区の区域内を含めて

施策を講じていくことが重要である。 

また、町村が地域のマンションの詳細な実情を把握していることも想定されること

から、都道府県と町村においては、連絡体制を確立し、密に連携をとる必要がある。 

なお、法第百四条の二に基づき、町村がマンション管理適正化推進行政事務を行う場

合には、都道府県と適切に協議を行い、必要な引継ぎを確実に受けるほか、その旨を公

示等で周知するなど同事務の実施に遧漏のないようにする必要がある。 

４  修繕等が適切に行われていないマンションに対する措置 

法第五条の二において、都道府県等は管理組合の管理者等に対してマンションの管

理の適正化を図るために必要な助言、指導及び勧告を行うことができることとされて

いるが、助言等を繰り返し行っても、なおマンションの管理の適正化が図られないこと

も考えられる。修繕等が適切に行われなかった結果、老朽化したマンションがそのまま

放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害な状態となる恐れがある

と認められるに至ったなどの場合には、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）に

基づき、特定行政庁である地方公共団体が改善の命令等の強制力を伴う措置を講じる

ことも考えられる。 

５  修繕工事及び設計コンサルタントの業務の適正化 

マンションの修繕工事や⾧期修繕計画の見直しにあたっては、管理組合の専門的知

識が不足し、修繕工事業者や設計コンサルタント等との間に情報の非対称性が存在す

る場合が多いことから、国は、管理組合に対する様々な工事発注の方法の周知や修繕工

事の実態に関する情報発信、関係機関とも連携した相談体制の強化等を通じて、マンシ

ョンの修繕工事や設計コンサルタントの業務の適正化が図られるよう、必要な取組を

行う必要がある。 

６ ＩＣＴ化の推進 

国は、ＷＥＢ会議システム等を活用した合意形成の効率化や、ドローンを活用した外

壁の現況調査等、モデル的な取組に対して支援することにより、ＩＣＴを活用したマン

ションの管理の適正化を推進していく必要がある。 

また、法第七十二条第六項及び第七十三条第三項では、管理組合の負担軽減及びマン

ション管理業者の生産性向上の観点から、重要事項説明時や契約成立時の書面交付に

ついて、Ｉ Ｔを活用した電磁的記録による交付が可能である旨定められている。併せて、

通常、対面で行われる重要事項の説明等についても、ＩＴを活用した説明が可能であり、

これらについてマンション管理業者の団体等を通じて広く周知していくことが重要で

ある。 
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附 則 

１ この告示は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え

等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律（令和二年法律第六十二号）の施行の日か

ら施行する。 

２ マンションの管理の適正化に関する指針（平成十三年国土交通省告示第千二百八十八

号）は廃止する。 
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別紙一 法第五条の二に基づく助言、指導及び勧告を行う際の判断の基準の目安 

法第五条の二に基づき管理組合の管理者等に対して助言、指導及び勧告を行う際の判

断の基準の目安は、以下の事項が遵守されていない場合とする。 

なお、個別の事案に応じて以下の事項以外の事項についても、基本方針三のマンション

管理適正化指針や基本方針六４の都道府県等マンション管理適正化指針に即し、必要な

助言及び指導を行うことは差し支えない。 

１管理組合の運営 

⑴管理組合の運営を円滑に行うため管理者等を定めること 

⑵集会を年に一回以上開催すること 

２管理規約 

管理規約を作成し、必要に応じ、その改正を行うこと 

３管理組合の経理 

管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理を行い、適正に管理すること 

４⾧期修繕計画の作成及び見直し等 

適時適切な維持修繕を行うため、修繕積立金を積み立てておくこと 

 

別紙二 法第五条の四に基づく管理計画の認定の基準 

法第五条の四に基づく管理計画の認定の基準は、以下の基準のいずれにも適合するこ

ととする。 

１管理組合の運営 

⑴管理者等が定められていること 

⑵監事が選任されていること 

⑶集会が年一回以上開催されていること 

２管理規約 

⑴管理規約が作成されていること 

⑵マンションの適切な管理のため、管理規約において災害等の緊急時や管理上必要な

ときの専有部の立ち入り、修繕等の履歴情報の管理等について定められていること 

⑶マンションの管理状況に係る情報取得の円滑化のため、管理規約において、管理組合

の財務・管理に関する情報の書面の交付（または電磁的方法による提供）について定

められていること 

３管理組合の経理 

⑴管理費及び修繕積立金等について明確に区分して経理が行われていること 

⑵修繕積立金会計から他の会計への充当がされていないこと 

⑶直前の事業年度の終了の日時点における修繕積立金の三ヶ月以上の滞納額が全体の

一割以内であること 

４⾧期修繕計画の作成及び見直し等 
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⑴⾧期修繕計画が「⾧期修繕計画標準様式」に準拠し作成され、⾧期修繕計画の内容及

びこれに基づき算定された修繕積立金額について集会にて決議されていること 

⑵⾧期修繕計画の作成または見直しが七年以内に行われていること 

⑶⾧期修繕計画の実効性を確保するため、計画期間が三十年以上で、かつ、残存期間内

に大規模修繕工事が二回以上含まれるように設定されていること 

⑷⾧期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の徴収を予定していないこと 

⑸⾧期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から算定された修繕積立金の平

均額が著しく低額でないこと 

⑹⾧期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入金の残高のない⾧期修繕計画と

なっていること 

５その他 

⑴管理組合がマンションの区分所有者等への平常時における連絡に加え、災害等の緊

急時に迅速な対応を行うため、組合員名簿、居住者名簿を備えているとともに、一年

に一回以上は内容の確認を行っていること 

⑵都道府県等マンション管理適正化指針に照らして適切なものであること 
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第３章 策定方針と施策の方向性 

 ２ 位置付け 

   ◇ この指針は，本県の住宅施策の基本的な事項を定めた住生活基本計画（広島県計

画）に基づくとともに，マンション管理適正化法第３条第１項に基づく国の「マン

ション管理の適正化の推進を図るため基本的な方針（以下，「国基本方針」という。）」

を反映し，県内地方自治体が行うマンション管理の適正化に関する取組の指針と

なる事項等を定めるものとします。 

 ４ マンション管理の適正化に向けた３つの基本的な考え方 

  (1) 管理組合等による自律的で適切な管理の促進 

◇ マンションは私有財産であり，マンションの管理組合は区分所有法や管理規約

等に基づき，自律的に適切な管理を行う必要があります。また，国のマンション標

準管理規約において，理事会は業務執行の決定や理事の職務執行の監督等の職務

を行うとされています。 

   ◇ 管理組合が自律的で適切な管理を行うため，理事会が設置されている場合には，

マンションの管理規約に定められている職務に応じて理事会を定期的に開催する

など，適切に運営する必要があります。その一方で，マンションの管理には専門的

な知識を要する事項が多く，管理組合役員の輪番制が多いことや，多額の資金と調

整等を要する大規模修繕工事を十数年に一回程度実施する等のマンション管理の

実態を踏まえると，区分所有者のみで必要な対応をしていくことは担い手の確保

や専門性の面で限界があります。こうした状況にある中，必要に応じてマンション

管理士等の専門的知識を有する者に相談する，管理事務をマンション管理業者に

委託する等，専門家の支援を受けることは，管理組合による主体性を持った適切な

管理を持続的に行っていくうえで有効です 

   ◇ 地方公共団対においては，マンション管理組合によるマンションの自律的で適

切な管理が行われるよう，マンション管理士制度の普及を図るとともに，マンショ

ン管理士等の専門的知識を有する者の協力を得て，マンションに係る相談体制の

充実や，管理組合等からの求めに応じた情報提供を適切に行う必要があります。 

  (2) 地方公共団体による適切な助言・指導等の実施 

   ア マンション実態調査の実施 

◇ 地方公共団体がマンション管理適正化法に基づき，適正な管理が行われていな

いマンションに対し，適切な助言・指導を行い，マンション管理の適正化を図って

いくためには，まず，管轄区域内のマンションの全数を把握したうえで，各マンシ
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ョンの管理状況の実態調査を行う必要があります。 

   ◇ 県では，平成 24 年度に全県を対象にマンション管理実態調査を実施し，県内の

マンションの台帳を作成しており，この台帳を参考に，地方公共団体は管轄区域内

のマンションに対し，管理状況の実態調査を行うことが考えられます。 

   ◇ 管理状況の実態調査については，第 1 段階として，管理組合等に対するアンケ

ート調査によることが考えられます。アンケート調査を実施しても回答が得られ

ない場合は，第 2 段階として，現地での外観目視調査や区分所有者へのヒアリング

調査を実施する等の方法で調査を行い，区域内のマンションの全数の管理状況の

把握に努める必要があります。 

   ◇ なお，現地調査による実態把握にあたっては，マンション管理の専門家であるマ

ンション管理士の団体と連携することで効率的な実施を図ることが期待できます。

調査の財源として，国の支援制度（マンション管理適正化・再生推進事業（事業期

間：令和 4～6 年度。以下同じ。））を活用することが可能です。 

   ◇ 管轄区域内のマンション数が多く，一度に調査が難しい場合は，築年数・規模・

地区ごとに実施年度を分けて調査することで方法も考えられます。 

   イ 管理不全マンションへの対する助言・指導等の実施 

   ◇ 管理組合が組織されていない，⾧期修繕計画に基づく修繕積立金が積み立てら

れていない等，管理が適切に行われていないマンションについては，管理計画認定

制度の適切な運用や管理適正化に向けた情報提供だけでは改善を期待することが

できません。このため地方公共団体は，管理水準の低いマンションの把握及びマン

ション管理適正化法第 5 条の 2 に基づく助言・指導等を行う必要があります。 

   ◇ 助言・指導等を行ううえでは，助言等に至る流れや管理組合に求める具体的な措

置等について記載された「マンションの管理の適正化の推進に関する法律第 5 条

の 2 に基づく助言・指導及び勧告に関するガイドライン（以下，「指導・助言ガイ

ドライン」という。）」（令和 3 年 11 月）を参考にすることができます。 

   ◇ なお，助言・指導等を行う際の判断の基準の目安については，国の目安に地方公

共団体が独自基準を追加することができます。国の「指導・助言ガイドライン」に

も記載があるように，ハード面の状況を理由とした助言・指導等はマンション管理

適正化法の趣旨ではありませんが，ハード面で適切な管理がされていない場合に

は，マンションの管理・運営等のソフト面においても適切な管理がなされていない

ことが考えられるため，助言・指導等の判断の目安として設定することが考えられ

ます。 

   ◇ このように，マンション管理適正化法に基づく助言・指導等は主として管理水準

が低いことが，建物の設備及び構造等のハード面に管理不全として顕在化するこ

とを防止する目的であることに留意しなければなりません。 

   ◇ 国の目安には，管理組合の運営において理事会の開催に関する基準がありませ
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んが，理事会は管理規約に基づき，業務執行の決定や理事の職務執行の監督等，区

分所有者全員の代表的役割を担うものです。広島県が平成 24 年度に実施した「広

島県マンション実態調査」では，「理事会をほとんど実施していない」との回答が

約 4 パーセントありました。また，ハード面の管理不全が見られた場合には，周辺

環境への影響等を考慮し，原因となる管理運営上の問題を特定することを待たず，

早期に助言等を行う必要があるものと考えられます。これらのことを踏まえ，独自

の判断基準の目安として次の事項を追加することが考えられます。 

    (管理組合の運営) 

    ・管理規約に定められている職務に応じて，理事会が定期的に開催されていない

(理事会が設置されている場合に限る。) 

    (⾧期修繕計画の作成及び見直し等) 

    ・建物の劣化や損傷が発生した場合又は見込まれる場合は早急な点検及び修繕の

必要性について，管理組合で検討するなどの対応がされていない 

    ◇ これらの助言・指導と合わせて実施する，修繕積立金・⾧期修繕計画等の水準

を適正化するための専門家派遣等の支援については，国のマンション管理適正化・

再生推進事業が活用できます。 

    ◇ なお，管理不全が顕在化したマンションがそのまま放置され，周辺環境に著し

く危険を及ぼす，又は衛生上有害な状態となるおそれがあると認められる場合に

は，建築基準法に基づき，特定行政庁において強制力を伴う措置を検討することも

考えられます。特定行政庁以外の市については，所管の県建設事務所と情報交換を

行う等，連携をして対応していくことも必要です。 

  ウ マンション管理計画認定制度の運用 

    ◇ 地方自治体は，マンション管理適正化推進計画を策定することにより，管轄区

域内において，適正な管理が行われているマンションの管理計画を認定すること

が可能となります。県及び市は，この制度を適切に運用し，マンションの管理水準

の維持向上を促進するとともに，管理状況が市場において評価される環境の整備

を図り，適切な管理に向けた管理組合の自律的な取組の誘導を図る必要がありま

す。 

    ◇ 管理計画認定制度については，国の認定基準に地方公共団体が独自基準を追

加することができます。本県においては，県全体に甚大な被害を及ぼすと想定され

る南海トラフ巨大地震への備えや，近年の土砂災害の頻発等を踏まえ，主として防

災面から次の基準を追加することが考えられます。 

    (耐震対策) 

    ・耐震診断を実施していること。ただし，その結果が建築物の耐震改修の促進に関

する法律(平成 7 年法律第 123 号)第 17 条第 3 項第一号の国土交通大臣が定める基

準に適合していない場合は，耐震改修工事の実施等について，管理組合の総会等で
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検討が行われていること(いずれも昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築基準法に基づく

確認済証の交付及び着工されたマンションに限る。) 

    (土砂災害対策) 

    ・土砂災害に対する擁壁の整備等の土砂災害対策の実施について，管理組合の総会

等において，検討等が行われていること（「土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律(平成 12 年法律第 57 号)」第 9 条第 1 項の規定によ

る土砂災害特別警戒区域の指定前に建築基準法に基づく確認済証の交付及び着工

されたマンションに限る。） 

    (防災対策全般) 

    ・ハザードマップ等により，マンションが立地している場所の災害リスク(洪水・

土砂災害リスク等)を周知していること 

    ・災害の種類に応じた避難場所及び避難経路を周知していること 

    ・県や市町が行う防災の取組(マイ・タイムラインの作成等)を周知していること 

    ◇ マンション管理適正化推進計画の策定にあたっては，参考として国の「マンシ

ョン管理適正化推進計画作成の手引き」(令和 4 年 4 月)が示されている他，管理計

画認定制度の運用にあたっては，国において，認定基準の確認方法等を記載した

「マンションの管理の適正化の推進に関する法律第 5 条の 3 に基づくマンション

の管理計画認定に関する事務ガイドライン(以下，「管理認定ガイドライン」とい

う。)」(令和 3 年 11 月)が策定されています。 

    ◇ マンション管理計画の認定にあたっては，令和 4 年 4 月から公益財団法人マ

ンション管理センターが管理計画認定手続支援サービス(事前確認)を行っており，

同センターが発行する事前確認適合証を活用することで，審査に係る事務的な負

担を軽減することが可能です。ただし，変更認定申請については現時点では対応し

ていないので，注意が必要です。（このサービスは，(公財)マンション管理センタ

ーが実施する事前確認に係る講習を受けたマンション管理士が認定基準への適合

状況を事前に確認し，認定基準を満たしていると考えられるものは同センターが

事前確認適合証を発行するもの。） 

    ◇ また，マンション管理計画の認定事務の一部を指定認定事務支援法人に委託

することも可能です。 

    ◇ 管理状況が市場において評価される環境の整備を図るための取組として，県

や市は認定取得の有無について公表していくことが考えられます。 

    ◇ 管理計画認定申請等に関して，マンション管理士等による管理組合等への相

談体制の整備について，国のマンション管理適正化・再生推進事業が活用可能です。 

    ◇ 管理計画認定を受けたマンションを取得等する場合において金利の引下げが

受けられます。（住宅金融支援機構（フラット 35，マンション共用部リフォーム融

資）） 
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  エ 分譲時点からの適切な管理の確保 

    ◇ マンションの分譲時点においては，管理組合の経験が浅いことから，管理のル

ール等が未制定であることや，適切な修繕積立金額が設定されていないなどの管

理水準の不備等を認知することが困難であり，のちに管理不適正につながる可能

性が懸念されます。 

    ◇ 国基本方針では，「国においては，（中略）新築分譲マンションを対象とした管

理計画を予備的に認定する仕組みについても，マンション管理適正化推進センタ

ーと連携しながら，必要な施策を講じていく必要がある」として，新築マンション

を対象とした認定（予備認定）を運用しています。県及び市においても，この予備

認定を管理計画認定制度と一体的に運用することで，全体としてマンションの適

正な管理につなげていくことが可能となります。当該施策の周知啓発などの取組

を実施し，分譲時点からの適切な管理を促進する必要があります。なお，予備認定

を受けた新築マンションを取得する場合，住宅金融支援機構の【フラット 35】の

金利優遇措置が受けられることとなっています。 

    ◇ また，⾧期的に適切な維持保全を推進するために，⾧期優良住宅の認定取得に

向けた周知啓発などの取組を実施することも考えられます。 

 ５ 県及び市町の役割 

    市においては，国基本方針やこの指針を参考として，積極的にマンション管理適正

化推進計画を策定するとともに，各種施策に取り組む等，市の区域内のマンション

管理の適正化の取組を実施します。 

 

第４章 施策及び取組 

    目指す姿の実現に向けた３つの考え方を踏まえ，３つの施策と７つの取組を設定

し，県及び市町が連携して取り組みます。 

   施策１ マンションの適切な管理・維持修繕の促進 

    取組１ マンション管理士制度の普及 

     ◇ 県内地方公共団体は，マンション管理組合の運営，建物構造の技術的問題等

の管理に関して専門的な知識を持ち，管理組合の管理者又はマンションの区

分所有者の相談に応じ，助言，指導その他の援助を行うことを業務とする「マ

ンション管理士」制度について普及を進めることにより，マンションの適切な

管理の促進を図ります。 

    取組 2 マンション管理に関する情報提供 

     ◇ 県内地方公共団体は，関係団体と連携し，マンションの管理等の課題に応じ

た相談窓口の紹介や相談会の情報提供等を行うとともに，住宅金融支援機構

のマンション関連制度の情報提供を行います。 

   施策２ 改正マンション管理適正化法に基づくマンション管理の適正化の推進 
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     ◇ 県内地方公共団体は，マンション管理適正化法に基づき，必要に応じて助言

及び指導等を行うとともに，マンション管理適正化計画を策定し，一定の基準

を満たすマンションの管理計画を認定する等，マンション管理の適正化を図

ります。 

    取組１ マンション実態調査の実施 

     ◇ 県内地方公共団体は，管轄区域内のマンションについて，全数を把握したう

えで，マンションの管理状況に関するアンケート調査を実施し，必要に応じて

現地での目視調査や区分所有者等へのヒアリング調査を実施し，管理状況の

実態把握に努めます。 

    取組 2 管理不全マンションへの助言・指導・勧告の実施 

     ◇ 県内地方公共団体は，実態調査の結果，管理組合が適切に運営されていない

等，適切な管理が行われていないマンションを把握した場合は，管理組合等に

対して注意喚起やマンションの管理運営に関する知識の普及啓発を行うとと

もに，必要に応じて，マンショ管理適正化法第５条の２に基づく助言・指導及

び勧告を行います。 

     ◇ 県内地方公共団体は，管理組合向けのセミナーの開催等，管理組合に対する

支援情報を提供します。 

    取組３ マンション管理計画認定制度の運用 

     ◇ 県内地方公共団体は，マンション管理適正化法第３章の規定による管理計

画認定制度を地域の特性に合わせて適切に運用し，マンションの管理水準の

維持向上を促進します。 

     ◇ また，関係団体等と連携し，各団体窓口やホームページ，SNS，セミナー等

を通じて管理計画認定制度の普及・啓発を行います。 

    取組４ 分譲時からの適切な管理の確保 

     ◇ 県内地方公共団体は，国がマンション管理適正化推進センター（（公財）マ

ンション管理センター）と連携しながら実施する，新築分譲マンションを対象

とした管理計画を予備認定する仕組みについて広く周知し，マンションの分

譲時点の発足後間もない管理組合が，適切な管理を目指すよう意識醸成を図

ります。 
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政策分野６ 都市基盤分野 

１ 安心して住み続けられるまちづくりの推進 

施策２ 質の高い住環境の推進 

 

木造住宅の耐震化や危険建物の除去などを促進するとともに，アーバンデザインセンタ 

ー活用による市民，企業，教育・研究機関等と連携したまちづくりを推進します。 

 また，空き家の利活用や住宅取得の支援などを推進し，定住・移住の促進につなげるとと 

もに，緊急輸送道路や避難路の沿道にある建築物の耐震化など大規模災害に備えた防災対

策の推進などにより，誰もが安心して暮らすことができる質の高い住環境の整備を推進し

ます。 

 

（１）良質な住宅ストックの形成 

    木造住宅の耐震診断や耐震改修への助成，危険建物の除去に対する助成など 

（２）公・民・学の連携によるまちづくりの推進 

    市民参加による継続的なまちづくりを行うアーバンデザインセンターの設立 

（３）魅力ある住環境の確保 

    空き家バンク等による空き家の利活用の促進，市営住宅の適切な維 持管理，定住・

移住希望者の住宅取得支援など 

（４）防災まちづくりの推進 

    地震により倒壊した場合，広域緊急輸送道路※を塞ぐ恐れのある建 築物の耐震改

修工事や除去に対する助成など 
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 呉市では、令和６年度において、マンション管理の実態調査を行い、マンションの管理状

態や大規模修繕の具体的な実態について把握しました。 

 この結果については、今後も継続して調査・更新を行い、マンションの適切な管理に向け

た指導等に活用していきます。 

 

１ 調査の概要 
 ⑴ 調査目的 

   呉市内のマンションの管理状況等を調査し、集計・分析を行うことにより、市内のマ

ンション管理の地域性や課題等を明らかにしたうえで、これらを踏まえたマンション

管理適正化推進計画の策定や管理組合が作成するマンション管理計画の認定基準の検

討などマンション管理の適正化の推進の活用することを目的とする。 

 

 ⑵ 調査内容 

  ア 調査対象  呉市内のマンション管理組合（約 261 組合） 

    ※その内、不着の 34 件を除いた 227 件を分母とする 

  イ 調査方法  郵送配布・郵送回収 

  ウ 調査期間  令和６年 8 月 1 日～10 月 18 日 

  エ 有効回収数（率） 105 票（46.26％） 

    ※その内、賃貸等の回答を除いた 98 票（43.17%）を用いて 

              集計 

  オ 調査項目  ・ マンションの概要について 

    ・ マンション居住者の状況について 

    ・ 管理組合の運営状況について 

    ・ 第三者管理について 

    ・ 防災について 

    ・ 会計管理について 

    ・ 修繕・建替え関係について 

    ・ 維持管理関係について 

    ・ 入居者のコミュニティ関係について 

    ・ 行政支援について 

 

 ⑶ 調査結果の見方 

  ア 比率は全て百分率で表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出しました。  

そのため、百分率の合計が 100％にならないことがあります。  

イ 複数回答が可能な設問は、回答の合計は調査数を上回ることがあります。  
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ウ 図表中の選択肢表記は、語句を短縮・簡略化している場合があります。  

エ 数表、図表、文中に示す“n”は、問に対する標本数を表しています。 

    ※基本的に上記にある通り“98”が標本数となりますが、前の設問によっては変動 

します。 

２ 調査結果 

 １．マンションの概要について 

問１．マンションの建物の概要についてお尋ねします。 

① 所在地 

   
※地域区分参照：『呉市都市計画マスタープラン（令和 5 年 3 月）』76 頁 

 

② 用途 

 
 

③ 類型 

 
④ 階数 

 
 

43.9%

3.1% 2.0% 3.1%

6.1% 7.1% 29.6%

2.0% 3.1%

全体

(n=98)

中央 宮原 吉浦 天応 昭和 阿賀 広 川尻 無回答

79.6% 19.4%

1.0%

全体

(n=98)

住居専用 住居と店舗・事務所の複合 無回答

83.7%

2.0%

12.2%

2.0%

全体

(n=98)

単棟型マンション 団地型マンション 複合型マンション 無回答

8.2% 32.7% 52.0% 6.1%

1.0%

全体

(n=98)

1～4階建て 5～9階建て 10～14階建て 15階建て以上 無回答
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⑤ 施工時期 

 
 

※ 築年数 

 
※基準年月日：2024 年 6 月 1 日 

 

 

 

 

⑥ バリアフリーの実施状況（複数回答可） 

 
 

 

 

10.2% 26.5% 32.7% 21.4%

4.1% 5.1%

全体

(n=98)

昭和46～55年 昭和56～平成2年 平成3～12年

平成13～22年 平成23～29年 平成30年以降

5.1%

17.3% 34.7% 26.5% 16.3%
全体

(n=98)

築10年未満 築10年以上築20年未満 築20年以上築30年未満

築30年以上築40年未満 築40年以上

50.0%

32.7%

27.6%

14.3%

33.7%

28.6%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

車イスが通れる幅の確保

共用階段・廊下等の手すり設置

建物出入口・共用廊下等の段差解消

エレベーター内に手すりの設置

建物出入口の自動ドアの設置

いずれも実施していない

無回答

全体 (n=98)
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⑦ 駐車場 

 
 

〇【充電式のスタンドの設置について】 

 
⑧ 給水施設 

 
 

⑨ 管理人室等 

 
⑩ 駐輪場 

 
 

 

 

 

88.8% 9.2%

2.0%

全体

(n=98)

ある ない 無回答

3.1%

82.7% 14.3%
全体

(n=98)

ある ない 無回答

82.7% 13.3% 4.1%
全体

(n=98)

受水槽 直結 無回答

75.5% 21.4%

3.1%

全体

(n=98)

ある ない 無回答

90.8% 6.1%

3.1%

全体

(n=98)

ある ない 無回答
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⑪ エレベーター 

 
⑫ 防犯カメラ 

 
⑬ 集会室 

 
 

⑭ 掲示板 

 
 

⑮ 宅配ボックス 

 

 

 

88.8% 8.2%

3.1%

全体

(n=98)

ある ない 無回答

80.6% 16.3%

3.1%

全体

(n=98)

ある ない 無回答

34.7% 62.2%

3.1%

全体

(n=98)

ある ない 無回答

93.9%

3.1%
3.1%

全体

(n=98)

ある ない 無回答

48.0% 49.0%

3.1%

全体

(n=98)

ある ない 無回答
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 ２．マンションの居住者の状況について 

問２．各種住戸の戸数について教えてください。 

➀住戸 

ア．区分所有者※住居住戸 

 
 

イ．賃貸されている住戸 

 
【築年数別】 

 
 

5.1%

7.1%

5.1%

12.2% 26.5% 40.8%

3.1%

全体

(n=98)

60%未満 60%以上 70%以上 80%以上 90%以上 100% 無回答

46.9% 28.6% 9.2% 6.1%

3.1%

2.0%
1.0%

3.1%

全体

(n=98)

0% 10%未満 10%以上 20%以上

30%以上 40%以上 50%以上 無回答

20.0%

52.9%

52.9%

57.7%

18.8%

60.0%

41.2%

35.3%

7.7%

25.0%

5.9%

2.9%

7.7%

31.3%

2.9%

15.4%

6.3%

2.9%

3.8%

6.3%

3.8%

6.3%

3.8%

20.0%

2.9%

6.3%

築10年未満

(n=5)

築10年以上

築20年未満

(n=17)

築20年以上

築30年未満

(n=34)

築30年以上

築40年未満

(n=26)

築40年以上

(n=16)

0% 10%未満 10%以上 20%以上 30%以上 40%以上 50%以上 無回答
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ウ．空家になっている住戸 

 
【築年数別】 

 
エ．所有者不明の住戸 

 
②店舗・事務所など 

 
 

76.5% 10.2% 8.2%

2.0%
3.1%

全体

(n=98)

0% 5%未満 5%以上 10％以上 無回答

80.0%

82.4%

82.4%

73.1%

62.5%

11.8%

11.8%

11.5%

6.3%

5.9%

2.9%

11.5%

18.8%

3.8%

6.3%

20.0%

2.9%

6.3%

築10年未満

(n=5)

築10年以上

築20年未満

(n=17)

築20年以上

築30年未満

(n=34)

築30年以上

築40年未満

(n=26)

築40年以上

(n=16)

0% 5%未満 5%以上 10％以上 無回答

1.0%

95.9%

3.1%

全体

(n=98)

あり なし 無回答

75.5% 10.2% 7.1%

2.0% 1.0% 1.0% 3.1%

全体

(n=98)

0% 5%未満 5%以上 10%以上 20%以上 30%以上 無回答
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合計（➀住戸 ＋ ②店舗・事務所など）戸数 

 
問３．高齢者（65 歳以上）の方のみが居住している戸数はどのぐらいですか。 

  

【築年数別】 

 

 

15.3% 16.3% 31.6% 19.4% 14.3%

3.1%

全体

(n=98)

20戸以下 21～30戸 31～50戸 51～74戸 75戸以上 無回答

15.3% 7.1% 17.3% 8.2% 7.1%

1.0%

9.2% 22.4% 12.2%
全体

(n=98)

10%程度 20%程度 30%程度 40%程度 50%程度

60%程度 60%以上 不明 無回答

20.0%

47.1%

11.8%

12.5%

5.9%

11.8%

7.7%

11.8%

29.4%

11.5%

12.5%

2.9%

3.8%

37.5%

5.9%

15.4%

6.3%6.3%

30.8%

6.3%

60.0%

29.4%

32.4%

7.7%

6.3%

20.0%

5.9%

5.9%

23.1%

12.5%

築10年未満

(n=5)

築10年以上

築20年未満

(n=17)

築20年以上

築30年未満

(n=34)

築30年以上

築40年未満

(n=26)

築40年以上

(n=16)

10%程度 20%程度 30%程度 40%程度 50%程度

60%程度 60%以上 不明 無回答
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問４．区分所有者はどの年齢層が最も多いですか。（複数回答可） 

 

 

問５．区分所有者はどの世帯構成が最も多いですか。（複数回答可） 

 
 

 ３．管理組合の運営状況について 

問６．管理組合はありますか。 

 
 

22.4%

35.7%

37.8%

29.6%

8.2%

1.0%

19.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

70歳代以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

無回答

全体 (n=98)

60.2%

45.9%

9.2%

9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ファミリー世帯

夫婦のみ世帯

単身世帯

無回答

全体 (n=98)

96.9%

1.0% 2.0%

全体

(n=98)

ある ない 無回答
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問７．管理規約はありますか。 

 
 

⑴ 改正の有無について教えてください。 

 

 
 

（改正したことがある場合）最終改正年を教えてください。 

 

 
⑵  規 約 内 容 に つ い て 、 定 め て い る も の に チ ェ ッ ク を つ け て く だ さ い 。    

（複数回答可） 

 

 
 

100.0%

0.0%

全体

(n=95)

ある ない

76.8% 11.6% 11.6%
全体

(n=95)

ある ない 無回答

61.6% 17.8% 9.6% 11.0%
全体

(n=73)

5年以内 10年以内 10年以上前 無回答

54.7%

49.5%

58.9%

30.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

緊急時などにおける専有部分の立入り

修繕などの履歴情報の保管

管理組合の財務・管理に関する情報の提供

無回答

全体(n=95)
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問８．管理組合では、以下の名簿をお持ちですか。 

区分所有者名簿 

 
 

居住者名簿（賃借人を含む） 

 
 

災害時等要支援者名簿 

 
 

※名簿の更新頻度はどのぐらいですか。 

 
 

問９．管理組合の総会（理事会を除く。）を毎年１回以上開催していますか。 

 
 

90.5% 7.4%

2.1%

全体

(n=95)

ある ない 無回答

73.7% 16.8% 9.5%
全体

(n=95)

ある ない 無回答

9.5% 54.7% 35.8%
全体

(n=95)

ある ない 無回答

9.6% 57.4% 17.0% 16.0%
全体

(n=94)

毎年更新 新規入居がある度に更新 更新していない（当初のまま） 無回答

96.8%

3.2%

全体

(n=95)

開催している 開催していない
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問 10．総会の議事録は作成していますか。 

 
 

（作成している場合）周知していますか。 

 

 
 

（周知している場合）方法について教えてください。（複数回答可） 

 

 

問 11．管理組合の役員などについて教えてください。 

理事⾧ 

 
 

98.9%

1.1%

全体

(n=95)

作成している 作成していない

96.8%

3.2%

全体

(n=94)

している していない

7.7%

7.7%

89.0%

11.0%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回覧

掲示

文書配布

ネット配信

無回答

全体 (n=91)

86.3% 13.7%
全体

(n=95)

1人 無回答／いない／人数不明
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副理事⾧ 

 
 

理事 

 
 

会計理事 

 
 

管理者（理事以外） 

  

 
 

監事 

 
 

75.8% 5.3%

1.1%

17.9%
全体

(n=95)

1人 2人 3人以上 無回答／いない／人数不明

23.2% 15.8% 30.5% 30.5%
全体

(n=95)

1人 2人 3人以上 無回答／いない／人数不明

43.2%

2.1%

54.7%
全体

(n=95)

1人 2人 無回答／いない／人数不明

8.4%

1.1%

90.5%
全体

(n=95)

1人 3人以上 無回答／いない／人数不明

71.6% 9.5% 18.9%
全体

(n=95)

1人 2人 なし
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問 12．理事及び監事の選出方法について教えてください。 

 
 

問 13．理事会を開催していますか。 

 
 

（開催していない場合）開催予定はありますか。 

 
 

問 14．理事会の議事録は作成していますか。 

 
 

 

 

 

4.2%

6.3% 56.8% 16.8%

1.1%

14.7%
全体

(n=95)

立候補により選出 推薦により選出

輪番制 立候補・推薦・輪番制等の組み合わせ

その他 無回答

7.4% 54.7% 10.5% 6.3% 15.8%

1.1%
4.2%

全体

(n=95)

約1ヶ月に1回開催している 約2～3ヶ月に1回開催している

約半年に1回開催している 約1年に1回開催している

開催していない その他

無回答

86.7% 13.3%
全体

(n=15)

ない 無回答

100.0%

0.0%

全体

(n=76)

作成している 作成していない
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（作成している場合）周知はしていますか。 

 
 

 

（周知している場合）方法について教えてください。 

 

 

 

 ４．第三者管理について 

問 15．管理業務を委託していますか。 

 
 

 

 

 

 

 

85.5% 13.2%

1.3%

全体

(n=76)

している していない 無回答

4.6%

7.7%

80.0%

20.0%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

回覧

掲示

文書配布

ネット配信

無回答

全体 (n=65)

86.7% 11.2%

2.0%

全体

(n=98)

委託している 委託していない（自主管理している） 無回答
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委託先の種類を教えてください。 

 
 

契約の有無を教えてください。 

 
 

委託料（年額）について教えてください。 

 

 

管理組合との連携の有無を教えてください。 

 
 

 

 

 

 

 

 

94.1%

1.2%
2.4%2.4%

全体

(n=85)

管理会社 管理会社、自主 自主 無回答

90.6%

3.5% 5.9%

全体

(n=85)

あり なし 無回答

11.8%

2.4% 3.5%

9.4%

2.4%

5.9% 8.2% 56.5%
全体

(n=85)

50万円未満 50万円～100万円未満 100万円～200万円未満

200万円～300万円未満 300万円～400万円未満 400万円～500万円未満

500万円以上 無回答

70.6%

5.9%

23.5%
全体

(n=85)

あり なし 無回答
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（連携していない場合）予定の有無を教えてください。 

 

 
 

 

管理会社に委託している業務分野を教えてください。（複数回答可） 

 

 

 

管理業務を委託していることに関して、区分所有者の意思確認の有無を教えてく

ださい。 

 
 

 

 

20.0% 60.0% 20.0%
全体

(n=5)

ある ない 無回答

82.4%

89.4%

84.7%

81.2%

90.6%

83.5%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入居者の把握（入居・退去の手続き等）

会計（管理費徴収、支払い、帳簿）

理事会や総会の運営

共用部分等の清掃

建物の定期点検や小修繕・設備の定期点検

維持・修繕に関する企画・実施の調整

無回答

全体 (n=85)

88.2%

2.4%

9.4%
全体

(n=85)

あり なし 無回答
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（委託していない場合）今後第三者管理を希望しますか。 

 
 

 ５．防災について 

問 16．以下のことについて、ある場合はチェックを入れてください。（複数回答可） 

➀自主防災組織 

  

 
 

②災害用マニュアル 

  

 
 

③防災用名簿 

  

 
 

 

 

 

9.1% 54.5% 36.4%
全体

(n=11)

する しない 無回答

21.4% 57.1% 21.4%
全体

(n=98)

あり なし 無回答

3.1%

75.5% 21.4%
全体

(n=98)

あり なし 無回答

2.0%

76.5% 21.4%
全体

(n=98)

あり なし 無回答
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④防災用品、医薬品 

  

 
 

⑤非常食、飲料水 

  

 
 

⑥非常用電源 

  

 
⑦地域との連携 

  

 
 

 

 

 

 

 

5.1%

73.5% 21.4%
全体

(n=98)

あり なし 無回答

4.1%

74.5% 21.4%
全体

(n=98)

あり なし 無回答

11.2% 67.3% 21.4%
全体

(n=98)

ある ない 無回答

7.1% 71.4% 21.4%
全体

(n=98)

ある ない 無回答



資54 

 

⑧避難訓練の実施 

  

 
 

⑨消防設備点検 

  

 
 

⑩旧耐震マンション（S56.6.1 以前の建物）の場合、耐震診断 

  

 
 

（該当かつ未診断の場合） 実施予定 

 
 

 

 

 

 

 

19.4% 59.2% 21.4%
全体

(n=98)

ある ない 無回答

72.4% 6.1% 21.4%
全体

(n=98)

ある ない 無回答

9.2% 6.1% 58.2% 26.5%
全体

(n=98)

あり なし 非該当 無回答

0.0%

66.7% 33.3%
全体

(n=6)

ある ない 無回答
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⑪建築基準法 12 条点検（建物 3 年、設備 1 年、外壁全面打診等 10 年） 

 
 

⑫防火管理者の選任 

 
 

 ６．会計管理について 

問 17．管理費の有無について教えてください。 

 
 

管理費の月額について教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

44.9% 24.5% 30.6%
全体

(n=98)

あり なし 無回答

71.4% 15.3% 13.3%
全体

(n=98)

あり なし 無回答

1.0%

94.9%

4.1%

全体

(n=98)

徴収していない 徴収している 無回答

9.7% 33.3% 16.1% 8.6% 32.3%
全体

(n=93)

6,000円未満 6,000～9,000円未満 9,000円～12,000円未満 12,000円以上 無回答
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問 18．修繕積立金の有無について教えてください。 

   
 

修繕積立金の月額について教えてください。 

  

 
 

 

問 19．修繕積立金の積立方法を教えてください。 

   
 

 

問 20．管理費と修繕積立金の両方を徴収している場合、会計を区分していますか。 

   
 

 

 

 

 

94.9%

2.0% 3.1%

全体

(n=98)

徴収している 徴収していない 無回答

6.5% 15.1% 26.9% 15.1% 36.6%
全体

(n=93)

5,000円未満 5,000～10,000円未満 10,000円～15,000円未満

15,000円以上 無回答

62.4% 26.9%

2.2%

8.6%
全体

(n=93)

均等積立方式 段階増額積立方式 わからない 無回答

92.4% 5.4%

1.1%
1.1%

全体

(n=92)

区分している 区分していない わからない 無回答
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問 21．（駐車場がある場合）駐車場収入の使用用途について教えてください。 

   

問 22．管理費・修繕積立金の滞納住戸数について教えてください。 

   
 

 

問 23．管理費・修繕積立金の滞納者への対応について教えてください。（複数回答可） 

   

 

問 24．建替え積立金の有無について教えてください。 

 
 

64.4% 10.3% 9.2% 6.9% 9.2%
全体

(n=87)

管理費に全額充当
管理費・修繕積立金のそれぞれに一定金額を充当
修繕積立金に全額充当
その他
無回答

46.8% 45.7% 7.4%
全体

(n=94)

0% 10%程度 無回答

73.4%

8.5%

12.8%

22.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

文書通知

訪問集金

訴訟

無回答

全体 (n=94)

1.0%

89.8% 9.2%
全体

(n=98)

徴収している 徴収していない 無回答
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 ７．修繕・建替え関係について 

問 25．⾧期修繕計画の作成状況を教えてください。 

 
 

 

何年後までの計画となっていますか。 

 
 

 

残計画期間での大規模修繕回数を教えてください。 

  

 
 

 

⾧期修繕計画の計画期間の最終年度において借入金残高のない計画となっていま

すか。 

  

 
 

 

71.4% 9.2% 13.3% 6.1%
全体

(n=98)

作成している 作成中または作成予定である 作成していない 無回答

4.3% 5.7% 2.9% 1.4%

8.6% 67.1% 10.0%
全体

(n=70)

10年以内 15年以内 20年以内 25年以内 30年未満 30年以上 無回答

1.4%

21.4% 54.3% 7.1%

1.4% 1.4%

12.9%
全体

(n=70)

0回 1回 2回 3回以上 不明 その他 無回答

65.7% 18.6% 8.6% 7.1%
全体

(n=70)

なっている なっていない 不明 無回答
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計画の見直し状況を教えてください。 

  

 

 

 

修繕積立金の積立状況について教えてください。 

  

 
 

 

（作成していない場合）作成していない理由を教えてください。 

（いずれかに✓をつけてください） 

  

 
 

 

57.1% 34.3% 5.7%

1.4%
1.4%

全体

(n=70)

定期的（概ね7年以内）に見直しを行っている 必要に応じて見直しを行っている

見直しは行っていない その他：分からない

無回答

37.1% 47.1% 7.1%

1.4% 1.4%

5.7%
全体

(n=70)

修繕積立金は適切に積み立てがされており、将来的に一時的な徴収の必要もなく問題はない

将来的に積立金が不足する可能性があるため、段階的な値上げを予定している

将来的に積立金が不足する可能性があるが、段階的な値上げが困難であり問題に感じている

その他

不明

無回答

15.4% 15.4% 30.8% 23.1% 15.4%
全体

(n=13)

区分所有者の合意形成が難しい 作成の進め方がわからない

必要性を感じない その他

無回答
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問 26．これまで大規模修繕工事を実施したことがありますか。 

   
 

【築年数別】 

 

 

 

実施回数 

  

 
 

 

 

78.6% 15.3% 6.1%
全体

(n=98)

実施したことがある 実施したことがない 無回答

64.7%

91.2%

76.9%

93.8%

100.0%

29.4%

19.2%

5.9%

8.8%

3.8%

6.3%

築10年未満

(n=5)

築10年以上

築20年未満

(n=17)

築20年以上

築30年未満

(n=34)

築30年以上

築40年未満

(n=26)

築40年以上

(n=16)

実施したことがある 実施したことがない 無回答

63.6% 23.4%

3.9%
1.3%

7.8%
全体

(n=77)

1回 2回 3回 4回 無回答
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大規模修繕にかかる費用の調達方法について教えてください。（複数回答可） 

 
 

 

大規模修繕の際に苦労した点は何ですか。（複数回答可） 

 
 

問 27．建替えについて検討したことがありますか。 

 
 

90.9%

9.1%

3.9%

2.6%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

修繕積立金を利用した

借入金によって調達した

臨時に修繕費用を調達した

不明

無回答

全体 (n=77)

44.2%

16.9%

13.0%

9.1%

13.0%

19.5%

15.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

業者の選定

修繕を行うかどうかの判断

入居者などの修繕への同意

費用の調達

特に苦労していない

不明

無回答

全体 (n=77)

1.0%

90.8% 8.2%
全体

(n=98)

ある ない 無回答
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（検討したことがない場合）今後の検討予定等について教えてください。 

 

 
  

 

問 28．建替えに当たっての問題点として主なものを 3 つまで選んでください。 

 

 

53.9% 12.4%

2.2%

31.5%
全体

(n=89)

検討したことはなく、今後も予定していない

今後検討する予定である

その他

無回答

38.8%

8.2%

29.6%

5.1%

15.3%

12.2%

7.1%

1.0%

13.3%

2.0%

14.3%

36.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

区分所有者の合意が得られない

敷地の容積率に十分な余裕がない

資金の負担が困難な区分所有者が多い

検討等が依頼できる専門家がいない

仮住居の手当てが困難

建替え後に管理費等の居住費が高額化

区分所有者が必要性を理解していない

建替えにより住宅戸数や面積が減少

建替えか改修か技術的な判断ができない

居室の狭小化など住環境の変化への不安

特に問題点はない

無回答

全体 (n=98)
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 ８．維持管理関係について 

問 29．共用部分の保険に加入していますか。（複数回答可） 

   
 

 

問 30．前入居者が撤去や処分しなかった物の処理について教えてください。（複数回答

可） 

   

 

 

 

 

 

 

82.7%

35.7%

29.6%

4.1%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

マンション総合保険

地震保険

火災保険

加入していない

無回答

全体 (n=98)

33.7%

4.1%

36.7%

30.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

管理費を使って処分する

保管場所などへ移動させて保管する

その他

無回答

全体 (n=98)
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問 31．マンションではどのような問題・課題がありますか。（複数回答可） 

   

  

 

 

 

 

39.8%

34.7%

10.2%

4.1%

11.2%

24.5%

25.5%

2.0%

24.5%

11.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

➇

⑨

⑩

全体 (n=98)

① 
建造物について 

（水漏れ，雨漏り，専有部分の修繕等，外壁落下，その他施工不良，日照権等） 

② 
住民間トラブル 

（生活音，ペット飼育，違法駐車・駐輪，駐車場使用方法，騒音・異臭，共用部の使用方法等） 

③ 防災対策 

④ 防犯対策（個人情報保護，プライバシー） 

⑤ 役員又は専門委員会について（人材不足，役員の不当行為） 

⑥ 高齢者，認知症の方への対応 

⑦ 修繕・管理費（修繕費の不足，管理費の滞納） 

➇ 委託管理業務の不十分な実施 

⑨ 特にない 

⑩ 無回答 
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問 32．問題・課題を解決するために理事会などでとった方法を教えてください。 

（複数回答可） 

       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.9%

30.6%

7.1%

16.3%

1.0%

5.1%

2.0%

0.0%

24.5%

17.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

管理会社に相談した

当事者同士、

または理事会などで協議した

マンション管理士、弁護士、

建築士などの専門家に相談した

管理規約に基づく理事⾧の

勧告・指示等を行った

マンション管理団体に相談した

公的機関（県や市の相談窓口など）に

相談した

訴訟を提起した

民事調停を利用した

特にトラブルはない

無回答

全体 (n=98)
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問 33．管理組合運営において、将来不安なことについて教えてください。（複数回答可） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

57.1%

5.1%

38.8%

14.3%

30.6%

6.1%

23.5%

3.1%

14.3%

1.0%

16.3%

0.0%

23.5%

19.4%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

区分所有者の高齢化

賃貸住戸の増加

建物の老朽化に対する適切な維持修繕とその費用

管理費等の未払いの増加

役員のなり手不足

空き部屋の増加

管理組合の活動に無関心な区分所有者の増加

利権を主張する区分所有者の増加

修繕積立金の運用

マンション内の犯罪の増加

居住ルールを守らない居住者の増加

居住目的外利用住戸の増加

地震等災害による建物の損傷、安全性

特にトラブルは発生していない

無回答

全体 (n=98)
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問 34．今後の管理組合運営において必要だと思うこと。（複数回答可） 

 

 

 ９．入居者のコミュニティ関係について 

問 35．管理組合で実施している高齢者等への支援・対応について教えてください。 

（複数回答可） 

       

48.0%

17.3%

19.4%

20.4%

8.2%

29.6%

4.1%

23.5%

11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

区分所有者の「管理への関心」

管理組合間の「情報交換・交流」

身近に相談窓口があること

耐震診断・工事等の

行政からの「助成金」

わかりやすい「管理の解説書」

居住者間のコミュニケーション

標準的な各種「使用細則」

特になし

無回答

全体 (n=98)

5.1%

11.2%

8.2%

64.3%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

緊急時の避難等に支援が必要な方の名簿作成

日常の見守り活動

安否確認の仕組みの準備（緊急通報など）

特になし

無回答

全体 (n=98)
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問 36．マンションには自治会（町内会）がありますか。 

   
 

問 37．（自治会を構成又は加入している場合） 

マンション入居者の自治会（町内会）の加入状況について教えてください。 

       

  

11.2% 34.7% 42.9% 11.2%
全体

(n=98)

マンションで単独の自治会を構成している

マンションで単独の自治会はないが、地域の自治会に加入している

加入していない

無回答

33.7% 7.1%

5.1%

15.3% 38.8%
全体

(n=98)

約70％以上加入している 約30％～70％加入している

約30％未満加入している ほとんど加入していない（約30％未満）

無回答



資69 

 

 

 10．行政支援について 

問 38．マンションの管理に関する支援策について、 

行政への要望等ありましたら教えてください（複数回答可） 

    

49.0%

9.2%

17.3%

6.1%

5.1%

4.1%

10.2%

44.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

工事費等の行政からの「助成金」の創設

管理組合同士の意見交流会の開催

マンション管理相談窓口の設置

マンション管理セミナー（無料）

マンション管理ガイドの発行

マンション管理運営講座（無料）

専門家派遣制度の創設

無回答／どちらも該当せず

全体 (n=98)



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 


